
（注意）2012年度以前は決算額、13年度は補正後予算額、14年度は予算額。
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１
９
８
９
年
に
消
費
税
が

導
入
さ
れ
て
か
ら
日
本
の
税

金
は
大
き
く
変
わ
っ
た
。
消

費
税
が
導
入
さ
れ
た
年
に
法

人
税
率
は
42
％
か
ら
40
％
へ

引
き
下
げ
ら
れ
た
。
そ
の

後
、
法
人
税
率
は
37
・
５
％

げ
ら
れ
た
。
導
入
前
60
％
だ

っ
た
税
率
は
現
在
で
は
40
％

ま
で
下
が
っ
て
い
る
。
つ
ま

り
、
消
費
税
増
税
の
一
方

で
、
大
企
業
、
大
資
産
家
の

税
金
は
次
々
と
減
税
さ
れ
て

（
法
人
税
、
法
人
住
民
税
、

法
人
事
業
税
）
の
減
収
額
は

２
５
５
兆
円
と
な
っ
て
い
る

（
財
務
省
及
び
総
務
省
の
公

表
デ
ー
タ
か
ら
計
算
）。
こ

れ
で
は
消
費
税
は
法
人
税
減

89
年
か
ら
２
０
１
４
年
ま
で

を
示
し
て
い
る
。
89
年
に
21

・
４
兆
円
あ
っ
た
所
得
税
収

は
、
14
年
に
は
大
幅
に
減
っ

て
14
・
８
兆
円
と
な
っ
て
い

る
。
19
兆
円
あ
っ
た
法
人
税

た
。
つ
い
に
主
要
税
目
の
ト

ッ
プ
に
な
っ
た
の
だ
。

　

財
政
危
機
と
言
わ
れ
る

が
、
大
企
業
、
大
資
産
家
減

税
が
、
そ
の
主
要
な
要
因
と

な
っ
て
い
る
こ
と
は
明
ら
か

だ
。
大
企
業
、
大
資
産
家
に

は
税
の
公
平
原
則
に
従
っ

て
、
適
正
な
課
税
を
行
う
べ

き
だ
。

 

（
つ
づ
く
）

い
っ
た
25
年
間
だ
っ
た
と
言

え
る
。

　

消
費
税
が
導
入
さ
れ
た
89

年
か
ら
２
０
１
４
年
ま
で
の

消
費
税
収
入
の
累
計
は
２
８

２
兆
円
と
な
っ
て
い
る
。
一

方
で
そ
の
間
に
、
法
人
３
税

税
の
穴
埋
め
に
消
え
た
こ
と

に
な
る
。
い
や
、
法
人
税
減

税
の
た
め
に
消
費
税
増
税
が

行
わ
れ
て
き
た
と
も
い
え
る

の
だ
。

　

グ
ラ
フ
は
主
要
税
目
の
推

移
で
あ
る
。
消
費
税
導
入
の

は
、
14
年
に
は
10
・
０
兆
円

と
半
減
し
て
い
る
。

　

一
方
、
消
費
税
は
導
入
し

た
89
年
は
３
・
３
兆
円
だ
っ

た
が
、
そ
の
後
３
％
↓
５
％

↓
８
％
と
増
税
さ
れ
て
、
14

年
に
は
15
・
３
兆
円
と
な
っ

（
90
年
）
↓
34

・
５
％
（
98

年
）
↓
30
％

（
99
年
）
と
次

々
に
引
き
下
げ

ら
れ
、
現
在
で

は
25
・
５
％
と
な
っ
て
い

る
。
こ
れ
に
伴
っ
て
、
企
業

が
利
益
を
上
げ
て
も
そ
の
割

に
法
人
税
収
が
上
が
ら
な
く

な
っ
た
。

　

所
得
税
の
最
高
税
率
も
消

費
税
導
入
後
大
幅
に
引
き
下

主要税目の税収の推移


